














































































歳出決算額のうち前年度に比べ増加した主なものは、総務費、民生費であり、減少した主

なものは、衛生費、教育費である。

翌年度繰越額は、15億1,277万1,086円で、前年度に比べ9億5,029万9,364円(38.6％)減少し

ており、不用額は55億7,679万7,859円で、前年度に比べ5億8,377万8,194円(11.7％)増加して

いる。予算現額に対する割合は、翌年度繰越額が1.0％、不用額が3.7％となっている。

歳入と歳出の差引額は、60億6,434万1,927円となり、ここから翌年度へ繰越すべき財源6億

5,523万8,397円を差し引いた実質収支額は、54億910万3,530円となっている。

２　特別会計

決算額についてみると、6会計の合計で歳入635億5,520万695円、歳出602億8,703万9,313円

となっており、前年度に比べ、歳入は423万5,497円(0.0％)増加し、歳出は10億8,081万3,517

円(1.8％)減少している。不納欠損額は4億9,557万8,894円で、前年度に比べ911万7,432円

(1.8％)減少、収入未済額は10億4,010万2,998円で、前年度に比べ5億6,439万5,192円

(35.2％)減少している。

不納欠損額の主な内訳としては、国民健康保険税が4億2,840万9,680円、介護保険料が

4,950万9,500円、後期高齢者医療保険料が1,294万1,910円である。

収入未済額の主なものとしては、国民健康保険税が8億7,403万988円、介護保険料が1億228

万500円、後期高齢者医療保険料が4,245万1,800円である。

特別会計においても、不納欠損処分にあたっては厳正に対処するとともに、債権管理をよ

り一層強化し、収入未済額の縮減と滞納の未然防止に努められたい。

３　財産に関する調書

財産に関する調書についてみると、土地の面積は令和2年度も増加しているが、依然として

借地部分も多く残っており、予算執行上の効率性の観点から引き続き買取りについては積極

的に取り組まれたい。

また、17基金の年度末現在高は、合計で123億6,679万円となり、前年度に比べ9億2,362万

3,000円減少している。

４　基金運用状況

土地開発基金、入学準備金貸付基金、福祉資金貸付基金、国民健康保険出産費資金貸付基

金の年度末現在高は、合計2億1,300万円である。

入学準備金貸付基金、福祉資金貸付基金、国民健康保険出産費資金貸付基金の貸付金年度

末現在高は、合計6,264万8,227円であり、前年度に比べ192万9,700円の減少となっている。

なお、福祉資金貸付基金については、返済期間を経過している貸付金が膨らむことによ

り、貸付基金の運用に支障がないよう対応されたい。

５　まとめ

本市においては、令和2年度は「第6次所沢市総合計画（計画期間：令和元年度～令和10年

度）」の2年目として、同計画に沿った各分野の取組みを進める中で、本来であれば市制施行

70周年記念と東京２０２０オリンピック・パラリンピックに向け本市の魅力を向上させるま
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